
別記様式第１（３の（１）の関係）

番　　号

年 　月 　日

　　環境省総合環境政策統括官 殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　地方公共団体の長

平成30年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域低炭素化案件形成支援事業）
事業実施計画の承認申請について

　平成30年度において、二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域低炭素化案件形成支援事業）を実施するため、事業実施計画を作成したので、二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域低炭素化案件形成支援事業）実施要綱（平成30年８月13日付け環政計発第1808133号）６の（１）の規定に基づき申請する。

（添付書類）
事業実施計画　　別紙１又は別紙２
別記様式第２（３の（２）、（３）の関係）

番　　号

年　 月 　日

　　地方公共団体の長 殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　環境省総合環境政策統括官

平成30年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域低炭素化案件形成支援事業）事業実施計画の（変更の）承認について

　平成　年　月　日付け第　　号で申請のあった事業実施計画（の変更）については、二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域低炭素化案件形成支援事業）実施要綱（平成30年８月13日付け環政計発第1808133号）６の（１）（６の（２））の規定に基づき承認する。

別記様式第３（３の（３）の関係）

番　　号

年　 月 　日

　　環境省総合環境政策統括官 殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　地方公共団体の長
平成30年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域低炭素化案件形成支援事業）事業実施計画の変更承認申請について

　平成　　年　　月　　日付け環政計発第　　号で承認のあった事業実施計画を変更したいので、二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域低炭素化案件形成支援事業）実施要綱（平成30年８月13日付け環政計発第1808133号）６の（２）の規定に基づき申請する。

（添付書類）

事業実施計画　　別紙１又は別紙２
別記様式第４（３の（４）の関係）

番　　号

年 　月 　日

　　環境省総合環境政策統括官 殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　地方公共団体の長
平成30年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域低炭素化案件形成支援事業）
交付決定前事業着手届

　平成　年　月　日付け環政計発第　　号で承認のあった事業実施計画に基づく下記事項について、（１）から（３）の条件を了承の上、補助金交付決定前に着手することとしたので、提出する。

記

１．事業内容

２．事業費

３．着手予定年月日

４．交付決定前着手を必要とする理由

条件

（１）補助金交付決定を受けるまでの期間内に、天災地変等の事由によって実施した施策に損失を生じた場合、これらの損失は、事業実施主体が負担するものとする。

（２） 補助金交付決定を受けた補助金額が交付申請額又は交付申請予定額に達しない場合においても、異議がないこと。

（３）当該施策については、着手から補助金交付決定を受ける期間内においては、計画変更は行わないこと。

別記様式第５（３の（５）の関係）

番　　号

年 　月　 日

　　環境省総合環境政策統括官 殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　地方公共団体の長
平成30年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域低炭素化案件形成支援事業）の評価報告書の提出について

　平成　　年　　月　　日付け第　　　号により報告した二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域低炭素化案件形成支援事業）事業実施計画により実施した事業については、その結果について報告書を作成したので、二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域低炭素化案件形成支援事業）実施要綱（平成30年８月13日付け環政計第1808133号）７の（１）の規定に基づき提出する。

　併せて、実施要領３の（５）のアの規定に基づく評価報告書を提出する。

（添付書類）

評価報告書　　別紙３、別紙４又は別紙５のいずれか
